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第１章　総則
第１条（目的）
本法は，不公正な貿易行為と輸入の増加等よる国内産業の被害を調査・救済する
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手続を定めることにより、公正な取引秩序の確立して国内産業の保護を図り，「世
界貿易機構設立のためのマラケシュ協定」を含む貿易に関する国際協定の履行のた
めに必要な事項を規定することを目的としている。
［本条は，2008年３月21日法律第8933号により全面的に改正された。］
第２条（定義）
本法において使用される用語は，以下のとおり定義される
１．「貿易」とは，対外貿易法第２条第１項において定められる取引を意味する。
２．「物品等」とは，対外貿易法第２条第１項において定められる物品などを意
味する。
３．「ダンピング」とは，関税法第51条において定められるダンピングを意味する。
４．「補助金」とは，関税法第57条において定められる補助金または財政的な援
助金を意味する。
［本条は，2008年３月21日法律第8933号により全面的に改正された。］
第３条（公正と透明性の確保等）
（１）第27条における韓国貿易委員会（以下では，「貿易委員会」という。）の委
員と官吏，および，第37条における調査を行なう者は，公正かつ透明に本法に
おける調査義務を履行し，かつ，判定等をなすものとする。
（２）前項における義務の履行のための詳細な基準は，大統領令により定めると
ころによる。
［本条は，2008年３月21日法律第8933号により全面的に改正された。］
第２章　不公正貿易行為の調査等
第４条（不公正貿易行為の禁止）
（１）何人も以下に掲げる行為（以下では，「不公正貿易行為」という。）に関わ
ってはならない。〈2010年４月５日法律第10230号により改正〉
１．大韓民国の法律および下位の諸規則もしくは大韓民国により関係する当
事国と締結された協定により保護された特許権，実用新案権，意匠権，商
標権，著作権，著作隣接権，プログラム著作権，半導体集積回路配置およ
び意匠，地理的表示もしくは企業秘密を侵害する物品（以下では，「知的
財産権侵害物品等」という。）に関わる，以下に掲げる行為
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（a）海外から韓国に知的財産権侵害物品等を供給し，または，知的財産
権侵害物品等を輸入し，もしくは，そのように輸入された商品を国内
で販売すること
（b）知的財産権侵害物品等を輸出し，もしくは，そのような商品を輸出
する目的で国内において製造すること
２．以下に掲げる物品を輸出し，または，輸入する行為
（a）原産地表示が虚偽に表示され，または，誤解を招く物品等
（b）原産地表示が損なわれ，または，粉飾された物品等
（c）原産地の表示に服するが，その原産地が表示されていない物品
３．品質が虚偽であり，または，誇張して記載された物品を輸出し，または，
輸入する行為
４．輸出または輸入契約の履行に関して，その契約の詳細，また，契約から生
ずる紛争から顕著に異なる物品等の輸出または輸入を含む，韓国の信頼性を
損なうこととなる関連する地域からの輸入または輸出を混乱させる行為
（２）貿易委員会は，前項１号ないし３号における違反の種類または基準を定め，
また，告示することができる。〈2008年12月19日法律9155号により新設〉
［本条は，2008年３月21日法律第8933号により全面的に改正され，2010年４月５
日法律10230号により一部改正された。］
第５条（不公正貿易行為の調査申請および調査開始の決定）
（１）不公正貿易行為が生じていると思慮されるときには，何人も貿易委員会に
文書でその調査を申請することができる。
（２）前項における不公正貿易行為の調査申請は，申し立てられた違反の日から
１年以内になされるものとする。
（３）第１項における申請書の受理に基づき，貿易委員会は，申請日から20日以
内に調査を開始するか否かを決定するものとする。
［本条は，2008年３月21日法律第8933号により全面的に改正された。］
第６条（職権による調査）
貿易委員会は，不公正貿易行為の相当な疑いの存在によりその調査が必要である
と考慮するときには，職権で調査することができる。
［本条は，2008年３月21日法律第8933号により全面的に改正された。］
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第７条（暫定措置）
（１）貿易委員会への調査の申請をなした者，または，貿易委員会が職権で調査
をなす不公正貿易行為の理由により回復しがたい被害を蒙る，または，蒙るこ
とに懸念を有する者は，貿易委員会に，そのような不公正貿易行為からの被害
を防止する差止もしくは他の措置（以下では，「暫定措置」という。）を申請す
ることができる。
（２）暫定措置が審査されているときには，貿易委員会は，迅速に調査を完了し，
暫定措置を講ずるか否かを決定するものとする。貿易委員会が暫定措置を実施
することを選択するときには，貿易委員会は，関係する不公正貿易行為を処理
するために，迅速に，関係する行為者に差止命令を出し，または，他の必要な
措置を講ずるものとする。
（３）貿易委員会は，暫定措置の執行のために，何らかの行為が必要であると思
料するときには，関係する行政機関の長からの協力を求めることができる。
［本条は，2008年３月21日法律第8933号により全面的に改正された。］
第８条（保証金の提供）
（１）暫定措置を申請する者は，第７条第２項の下での暫定措置が決定されるま
で，貿易委員会に保証金を提供するものとする。
（２）前項の下での保証金の種類，評価および提供の方法に関しては，国家租税
基本法第29条ないし第32条が必要に応じ修正を加えて適用されるものとする。
この場合に，「税務署の長」は，「貿易委員会」とみなされるものとする。
（３）貿易委員会が暫定措置の申請を受理しないと決定し，または，第９条第１
項の下での不公正貿易行為にかかる調査と判定手続を完了するときには，貿易
委員会は，その保証金を返還するものとする。
（４）保証金制度の運用に関して，第１項ないし第３項により決定されたものに
加えて，他の必要な事項は，大統領令により定められるものとする。
［本条は，2008年３月21日法律第8933号により全面的に改正された。］
第９条（判定と通知等）
（１）貿易委員会は，第５条第３項の下での調査を開始すると決定したときには，
関係する決定日から６ヶ月以内に調査を遅滞なく完了するものとする。
（２）貿易委員会は，以下に掲げる理由が存在するときには，前項の下での期間
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を２ヶ月の制限内で２回延長することができる。
１．調査中の不公正貿易行為に関して，訴訟もしくは特許裁判を含む紛争解
決の手続が進行中であるとき
２．申請人または相手方が正当化できる理由で期間の延長を求めたとき
３．調査されるべき事項が複雑であり，または，関係当事者が証拠を提出し
ない場合を含むが，避けられない理由で期間を延長することが必要である
と思料される他の場合
（３）貿易委員会が不公正貿易行為について判定するときには，貿易委員会は，
関係当事者および利害関係人に対して，迅速に決定の通知をなすものとする。
［本条は，2008年３月21日法律第8933号により全面的に改正された。］
第10条（是正措置）
（１）貿易委員会が第４条第１項の下での不公正貿易行為が存在すると判定する
ときには，貿易委員会は，関係する行為者に，以下に掲げる事項をなすよう命
令することができる。その場合においては，貿易委員会は，産業通商資源部長
官から意見を求めるものとする。〈2008年12月19日法律第9155号，2013年３月
23日法律第11690号による改正〉
１．関係物品等の輸入，輸出，販売もしくは製造を延期すること
２．そのような物品等の陸揚げを禁止すること，または，そのような物品を
放棄すること
３．是正の広告をすること
４．貿易委員会から本法に違反する是正命令を受理した事実を公表すること
５．不公正貿易行為を是正するための他の必要な措置
（２）貿易委員会は，前項の下での是正措置を講ずるために関係する行政機関の
長から協力を求める要請が必要であると思料するときには，その要請をするこ
とができる。そのような場合に，要請された行政機関の長は，その要請に協力
するものとする。〈2010年４月５日法律第10230号による改正〉
（３）削除〈2008年12月19日法律第9155号による〉
［本条は，2008年３月21日法律第8933号により全面的に改正され、2010年４月５
日法律10230号により一部改正され、2013年３月23日法律第11690号により一部改
正された。］
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第11条（課徴金賦課）
（１）貿易委員会が，第４条第１項１号，３号もしくは４号の下で不公正貿易行
為が生じたと判定したときには，貿易委員会は，関係する行為者に，大統領令
により定められた取引額の100分の30に等しい額を超えない，課徴金賦課をす
ることができる。ただし，大統領令の定めるところの，取引額が存在しないと
き，または，取引額を算定することが困難であるときには，その課徴金は５億
ウォンを超えてはならないが，その金額までとなしうる。〈本条は，2008年３
月21日法律第8933号，2008年12月19日法律第9155号，2010年４月５日法律第
10230号による改正〉
（２）削除〈2004年１月20日法律7093号による改正〉
（３）貿易委員会が，第４条第１項２号の下で不公正貿易行為が生じたと判定し
たときには，貿易委員会は，関係する行為者に３億ウォンを超えない課徴金賦
課をすることができる〈本条は，2008年３月21日法律第8933号，2008年12月19
日法律第9155号，2010年４月５日法律第10230号による改正〉
（４）第１項および３項の下での課徴金の賦課基準は，大統領令により定められ
るものとする。〈本条は，2008年３月21日法律第8933号，2008年12月19日法律
第9155号による改正〉
第12条（課徴金の納付期限の延長と分割による納付） 
（１）貿易委員会は，課徴金の額が大統領令により定められた基準に一致し，か
つ，課徴金の納付に服する者（以下では，「課徴金に責任を有する者」という。）
が，以下に掲げる理由により，一括で課徴金を納付することが困難であること
が証明されたときには，課徴金の納付期限を延長し，または，課徴金が分割に
より納付されると認めることができる。その場合に，必要であると思料される
ときには，貿易委員会は，課徴金に責任を有する者に保証金を提供するよう求
めることができる。
１．財産に対する実質的な被害が災害，天災などにより生じたとき
２．業務が，貿易を含む経済状況の悪化に起因する甚大な危機に遭遇してい
るとき
３．課徴金の一括納付が重大な財政上の困難を生ずる恐れがあること
４．本項１号ないし３号に記載された条件と同等であると思料される他の要
因が存在するとき
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（２）課徴金の納付期限の延長と分割による納付を求める申請手続と方法に関連
して，必要な事項は，大統領令により定められるものとする。
［本条は，2008年３月21日法律第8933号により全面的に改正された］
第13条（課徴金の徴収と懈怠に基づく処分）
（１）課徴金に責任を有する者が支払期限以内にその納付を懈怠するときには，
貿易委員会は，課徴金の納付がなされるべき日の翌日から課徴金の納付がなさ
れる日まで納付される課徴金の金額の100分の５までの大統領令により定めら
れた付加的強制金を徴収するものとする。
（２）課徴金が課徴金に責任を有する者により支払期限以内に納付されないとき
には，貿易委員会は，その納付のための指定された期日を設定し，また，その
者にその期日以内に課徴金を納付するよう督促するものとする。また，課徴金
に責任を有する者がその指定された期日までに課徴金と付加的強制金を納付し
ないときには，貿易委員会は，滞納された国税が徴収されると同一の方法で，
徴収することができる。
（３）貿易委員会が，行政上の請求または裁判所の判決を規律する第14条の下で
の異議申立に基づく決定を理由に課徴金を還付するときには，貿易委員会は，
大統領令により定められる，財政機関の利息を考慮して，納付日から償還日ま
での期間につき還付される付加的金額を提供するものとする。
［本条は，2008年３月21日法律第8933号により全面的に改正され，2010年４月５
日法律10230号により一部改正された。］
第13条の２（履行強制金）
（１）第10条第１項により是正命令を受領した後で，是正期間内に是正命令を履
行しない者に関して，貿易委員会は，その者が履行期間内に是正命令を履行し
ないときには，相当な応諾期間を指定することにより，大統領令により定めら
れるところの，一日当たり関係する物品の価格など1000分の５まで是正命令の
履行強制金を課することができる。履行のために課せられる強制金の総額は，
関係する物品の価格などを超えてはならない。
（２）貿易委員会は，前項の下での履行強制金が課せられ，また，徴収されるこ
とをその履行強制金を課する前に，文書で通知するものとする。
（３）貿易委員会が第１項の下での履行強制金を課するときには，履行強制金の
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額，賦課の理由，納付期限，徴収する期間，異議を申し立てる方法，ならびに，
異議を申し立てる機関等を詳細に記載した文書に基づいて履行強制金を課する
ものとする。
（４）第10条１項の下での是正命令を受領した者がその命令を履行するときには，
貿易委員会は，即時に，新たな履行強制金を課することを停止するものとする
が，既に課せられた履行強制金を徴収するものとする。
（５）本条第１項の下での関係する物品の価格などを算出する詳細な基準は，大
統領令により定められるものとする。
［本条は，2010年４月５日法律第10230号により新たに挿入された。］
第14条（異議申立て）
（１）第10条，第11条もしくは第13条の２の下での貿易委員会の処分に異議を申
し立てる者は，その者がその処分について通知がなされた日から30日以内に，
貿易委員会に異議を申し立てることができる。〈2010年４月５日法律第10230号
による改正〉
（２）貿易委員会は，異議が申し立てられた後60日以内に前項の異議申立てに関
して決定を下すものとする。ただし，その決定が，調査進行中の新たな証拠の
提出などの，避けられない状況の理由で，その期間内になされえないときには，
その決定の最終期限は30日間まで延長されうる
（３）第１項の下での異議を申し立てた者は，その異議申立てにかかわらず，行
政不服審査法の下での行政上の不服申し立て，または，行政事件訴訟法の下で
の行政事件訴訟を提起することができる。
［本条は，2008年３月21日法律第8933号により全面的に改正された。］
第14条の２（物品等の審査，知的財産権の侵害）
（１）貿易委員会は，物品などが不公正貿易行為として知的財産権を侵害している
と判定した後で，貿易委員会が第４条第１項の下での不公正貿易行為が，知的財
産権侵害物品等と同等の種類の物品に関して，発生する恐れがあり，もしくは，
既に発生していると考慮するならば，何人も，貿易委員会に対して，関係する物
品等が大統領令により定められるところの知的財産権を侵害しているか否かの審
査を求めることができる。〈2008年12月19日法律第9155号による改正〉
（２）前項または第２項の下での行為の疑いが存在し，また，そのような行為を
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審査することが求められたならば，貿易委員会は，職権でその疑いを審査する
ものとする。
（３）貿易委員会が第１項または第２項にしたがい行為を審査するときには，そ
の審査は，関係する物品などが知的財産権侵害物品等と同一であるか，もしく
は，関係する行為者が正統な権利者であるかを決定する範囲に限定されるもの
とする。
（４）貿易委員会が第１項または第２項にしたがい行為を審査するときには，そ
の結果に関係する当事者または利害関係人に遅滞なく通知するものとする。
（５）第１項または第２項にしたがい貿易委員会により知的財産権侵害物品等で
あると審査された行為は，第９条に規定されると同様に，第４条第１項の下で
の不公正貿易行為として判定される行為とみなされるものとする。
［本条は，2008年３月21日法律第8933号により新たに挿入された］
第14条の３（報酬規定）
（１）貿易委員会が第４条第１項の下で，不公正貿易行為（第14条の２第５項の
下で不公正貿易行為とみなされる場合を含む）に関する第11条の定める課徴金
を課するときには，以下の各号に該当する者に，財政の制限内において，大統
領令により定められる課徴金額の100分の１を超えない金額を，報酬として，
提供することができる。
１．関係する不公正貿易行為を調査すること，または，審査することを申請
する者
２．貿易委員会が関係する不公正貿易行為を職権で調査し，または，審査す
るときに，関係する不公正貿易行為の疑いに関する決定的な証拠または情
報を提供する者
（２）業務において取得した情報に基づいて申請をなした者，または，証拠を提
供した官吏を含む，大統領令により定められる者は，前項における報酬を与え
られてはならない。
［本条は，2008年３月21日法律第8933号により新たに挿入された］
第３章　輸入増加による産業被害調査等
第15条（特定物品の輸入増加による国内産業被害調査の申請）
特定物品の輸入の増加が，特定物品または特定物品と直接競争関係にある物品と
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同一の種類の物品を製造する国内産業に重大な被害を引き起している，または，引
き起こすことに重大な関係を有しているときには，そのような国内産業に利害関係
を有するすべての者，もしくは，国内産業に責務を有する中央行政機関の長は，貿
易委員会に，そのような物品よる国内産業被害調査を申請することができる。
［本条は，2008年３月21日法律第8933号により新たに挿入された］
第16条（国内産業被害調査） 
（１）第15条第１項の申請の受理に基づき，貿易委員会は，その申請日から30日
以内に関係する中央行政機関の長と相談して調査を開始するか否かを決定し，
また，申請者および関係する中央行政機関の長にその決定の内容を通知するも
のとする。
（２）貿易委員会が前項の下で調査を開始することを決定したときには，貿易委
員会は，調査を開始する決定がなされたときから４ヶ月以内に，特定物品の輸
入が関係する国内産業に重大な被害を引き起こすか否かを総合的に決定するも
のとする。ただし，調査さるべき事項が複雑であり，もしくは，申請者が正当
な理由で上記の期間が延長されることを求めるときには，調査期間は，２ヶ月
を超えない期間で延長されうる。
（３）貿易委員会は、特定の物品の輸入増加により国内産業が重大な被害を蒙っ
ている，もしくは，蒙るおそれがあると思料されるときには、職権で調査する
ことができる。
［本条は，2008年３月21日法律第8933号により新たに挿入された。また、2014年
１月21日法律第12290号による改正］
第17条（保護措置の勧奨等） 
（１）貿易委員会が，第16条の下での被害調査の結果として，国内産業が重大な
被害を蒙っている，もしくは，蒙ることに重大な関係を有していると判断する
ときには，貿易委員会は，以下に掲げる措置（以下では，「保護措置」という。）
について決定し，また，その決定がなされた日から１ヶ月の相当な期間を決定
し，また，関係する中央行政機関の長に措置の実施を勧奨することができる。
１．関税の調整
２．関係する物品の輸入に対する量的制限
（２）貿易委員会は，関係する中央行政機関の長に，保護措置を実施することの
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勧奨と共に，国内産業の再建を促進するための措置（以下では，「再建を促進
する措置」という。）の実施を勧奨することができる。
（３）保護措置の期間は，４年を超えてはならない。
（４）第１項の下での保護措置と関係する期間を決定するときに，貿易委員会は，
保護措置に関係する国内産業，国内の価格水準，消費者の利害ならびに国際取
引関係への影響について包括的に考慮するものとする。
（５）第１項の下での保護措置と関係する期間を決定するにあたり，貿易委員会
は，国内産業の重大な被害を防止または救済し，また、国内産業の構造的な調
節を容易にするための必要な範囲に制限するものとする。
［本条は，2008年３月21日法律第8933号により新たに挿入された。］
第18条（暫定的な保護措置の勧奨） 
（１）貿易委員会が第16条において言及された調査期間中に調査の申請人から調
査の申請に服する物品に係る暫定的な措置の申請を受理したとき，また，貿易
委員会が特定物品もしくは特定物品と直接競争関係にある物品と同一種類の物
品を製造する国内産業が，上記の期間中に生ずる被害などが防止されなければ，
関係する物品の輸入の増加に起因する回復不能な水準まで重大な被害を蒙って
いる，もしくは，蒙ることに重大な懸念を有しているとの顕著な証拠が存在す
ると判定するときには，貿易委員会は，中央行政機関の長に，第17条第１項１
号（以下では，「暫定的保護措置」という。）に言及される保護措置を暫定的に
実施することを勧奨することができる。
（２）暫定的保護措置の期間は，200日を超えてはならない。
［本条は，2008年３月21日法律第8933号により全面的に改正された。］
第18条の２（国内産業被害調査を求める申請の手続） 
第15条の下での調査の申請をなす手続のために必要な事項，利害関係人の範囲，
調査を開始するか否かを決定するための期間，ならびに，暫定的保護措置を申請す
るための手続などは，大統領令により定められるものとする。
第19条（保護措置の実現と取下げ等）
（１）中央行政機関の長が，貿易委員会から，保護措置，暫定的保護措置もしく
は再建を促進するための措置を実施することを勧奨されたときには，中央行政
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機関の長は，１ヶ月以内に，適切な措置，措置の詳細ならびに適切な期間を実
施するか否かを決定し，貿易委員会にその旨を通知するものとする。その場合
に，保護措置，暫定的保護措置もしくは再建を促進するための措置を実施のた
めに大きな利害関係のある国家との協議，法律および下位の法令の改正などの
準備が必要であるならば，そのような準備のために求められる期間は，その期
間に含まれないものとする。
（２）中央行政機関の長は，その管轄権下にある保護措置もしくは暫定的保護措
置を講ずるか否かを決定するにあたり，そのような措置が国際取引関係，国家
経済ならびに産業に全体として及ぼす影響に関し，関係する他の中央行政機関
の長の意見を求めるものとする。
（３）保護措置の期間が１年間またはそれ以上であるときには，中央行政機関の
長は，特定の期間の周期で保護措置を漸次的に解除するものとする。
（４）中央行政機関の長は，保護措置のための理由がもはや存在しないときには，
保護措置を解除するものとする。その場合，その長は，必要があれば，貿易委
員会から意見を求めることができる。
（５）保護措置に服する物品に関して，中央行政機関の長は，適切な保護措置の
期間の徒過日からその期間（保護措置の期間が２年間に満たないときには，２
年間）に等しい期間の経過する時まで，あらゆる保護措置を再実施することを
禁じられるものとする。ただし，以下に掲げる要件が充足されるならば，180
日を超えない保護措置は，実施されうる。
１．関係する物品の保護措置が実施されて以来，１年間が経過されるべきで
あること
２．関係する物品の保護措置が，その保護措置の再実施の日から遡って５年
以内に２回以上であってはならないこと
［本条は，2008年３月21日法律第8933号により全面的に改正された。］
第20条（保護措置の再審査等） 
（１）保護措置の期間が３年間を超えるときには，貿易委員会は，その期間が経過
する前に，保護措置を解除するか，または，取り下げるか否かを再審査する。
（２）貿易委員会が，中間的な再審査の結果として，保護措置を解除するか，ま
たは，取り下げることが必要であると判定するときには，貿易委員会は，関係
する中央行政機関の長にそれを勧奨することができる。
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（３）貿易委員会が，中間的な再審査の結果として，国内産業の再建を促進する
ための措置を講ずることが必要であると判定するときには，貿易委員会は，関
係する中央行政機関の長にそのようにするよう勧奨することができる。
（４）中央行政機関の長が第２項または第３項に言及されるように勧奨されたと
きには，第19条第１項と第２項が，必要な変更を加えて適用されるものとす
る。
［本条は，2008年３月21日法律第8933号により全面的に改正された。］
第20条の２（保護措置の延長の検討等）
（１）第15条に言及されるところの申請者から調査を求める申請が進行中の保護
措置に関するものである場合には，貿易委員会は，その措置の延長などの勧奨
をするか否かについて検討する。
（２）貿易委員会が，前項に言及されるところの検討の結果として，国内産業が
再建の進行中である証拠が存在し，また，国内産業への重大な被害を防止しま
たは救済する必要があると判定する場合には，貿易委員会は，関係する中央行
政機関の長に，適切な保護措置の徒過日の１ヶ月前に，保護措置の詳細を変更
し，または，その適用期間を延長することを勧奨することができる。
（３）貿易委員会は，関係する中央行政機関の長に，第２項に言及されるところ
の勧奨と共に，再建を促進する措置を実施することを勧奨することができる。
（４）中央行政機関の長が貿易委員会から第２項または第３項により勧奨された
場合には，中央行政機関の長は，現在進行中の措置が終了する前に，関係する
中央行政機関の長に意見を聴取し，また，適切な措置を実施するか否か，措置
の詳細ならびにそれらの期間を決定し，貿易委員会にそれらを通知するものと
する。その場合に，変更される措置の詳細および延長される適用期間内の措置
の詳細は，原措置よりも寛大になされるものとする。
（５）保護措置の詳細が変更されたとき，もしくは，第４項によりその適用期間が
変更されたときには（暫定保護措置の期間を含む），それらの延長された期間に，
原措置の期間を追加することから派生する期間は，８年間を超えてはならない。
［本条は，2008年３月21日法律第8933号により全面的に改正された。］
第21条 削除〈2008年３月21日法律第8933号により〉
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第22条（業務に関する保護措置） 
（１）外国の供給者による業務の増加する供給が原因で，国内業務と同一の種類
の業務，または，国内業務と直接競争関係にある業務を供給する国内産業が重
大な被害を蒙っていることに懸念を有する国内産業，もしくは，国内産業を担
当している中央行政機関の長は，貿易委員会に対して国内産業に対する被害の
調査を申請することができる。
（２）貿易委員会が前項による申請を受理したときには，貿易委員会は，調査を
開始するか否かを決定する，また，貿易委員会が調査の結果として，関係する
国内産業が重大な被害を蒙っており，または，重大な被害を蒙ることに重大な
懸念を有すると判定するならば，貿易委員会は，保護措置（以下では，「業務
保護措置」という。）とその期間を決定し，また，貿易委員会は，中央行政機
関の長に業務保護措置を実施するよう勧奨することができる。
（３）中央行政機関の長が第２項に言及されるところの貿易委員会からの業務保
護措置を実施することを勧奨されたときには，中央行政機関の長は，適切な措
置を講ずるか否か，措置の詳細ならびにその期間を決定し，また，貿易委員会
にその内容について通知するものとする。
（４）第１項ないし第３項に言及されるところの業務保護措置に係る調査を求め
る申請をなす手続のために必要な事項，国内産業の範囲，利害関係人の範囲な
らびに調査を開始するか否かを決定する期間は，大統領令により定められるも
のとする。
［本条は，2008年３月21日法律第8933号により全面的に改正された。］
第22条の２（WTOの特定の加盟国に対する特別保護措置） 
（１）大統領令により，2001年以降WTOに加盟した国家の間から原産地として定
められた国の物品が以下に掲げる各号に該当する場合には，関係する国内産業
に利害関係を有する者，または，関係する国内産業を担当する関係する中央行
政機関の長は，貿易委員会に，保護措置（以下では，「特別保護措置」という。）
を実施するための調査の申請をなすことができる。
１．関係する物品の輸入が原因で，関係する物品と同一の物品，または，関
係する物品と直接競争関係にある物品の国内市場が混乱され，もしくは，
混乱されることに重大な懸念を有する場合
２．WTOの加盟国における市場の混乱を救済し，または，防止するために
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関係する製品の輸入の増加に対して，それらの構成国により講ぜられた措
置が原因で重大な貿易の転換が生じたとして，韓国に関係する物品が輸入
され，または，輸入されることに重大な懸念を有する場合
３．関係する物品が繊維と衣服協定に服する物品であるならば，関係する物
品の輸入が国内市場を混乱させたとして，それらの物品の貿易の発展が阻
害され，または，阻害されることに重大な懸念を有する場合
（２）前項により，貿易委員会が申請を受理した場合には，貿易委員会は，調査
を開始するか否かの決定に続く調査を行った後で，関係する中央行政機関の長
に，調査結果が前項１号または２号に該当すると判定するときには，第17条第
１項または第２項に言及されるところの保護措置などを実施し，その結果が前
項３号に該当すると判定するときには，第17条第１項２号に言及されるところ
の保護措置を実施することを勧奨することができる。
（３）貿易委員会が調査の申請者から第１項１号に言及されるところの調査を申
請された物品にかかる暫時的措置の申請を受理した場合に，貿易委員会がその
調査期間中被害などの発生が防止されなければ，関係する物品の輸入の増加が
原因で，国内市場が混乱され，回復しがたい程度に混乱される重大な懸念を有
するときには，貿易委員会は，関係する中央行政機関の長に200日の制限内で
暫定的に第17条第１項に言及されるところの保護措置（以下，「暫定的特別保
護措置」という。）を講ずることを勧奨することができる。
（４）第１項に言及されるところの調査を求める申請者からの申請が，実施中の
特別保護措置に関して，第１項１号の場合に該当するものとして存在する場合
に，貿易委員会がそれらの措置を国内産業の市場の混乱を防止しまたは救済す
るために必要であると判定するときには，貿易委員会は，関係する中央行政機
関の長に特別保護措置を延長し，また，再建を促進する手段を講ずることを勧
奨することができる。
（５）中央行政機関の長が，貿易委員会から第２項ないし第４項に言及されると
ころの，特別保護措置，暫定的保護措置，特別保護措置の延長，もしくは，再
建を促進する措置を実施することを勧奨されたときには，中央行政機関の長は，
適切な措置を実施するか否か，措置の詳細ならびにそれらの期間を決定し，ま
た，それらの内容を貿易委員会に通知するものとする。
（６）第１項ないし第５項に言及されるところの特別保護措置，暫定的保護措置
に服する国家のために必要な事項，国内産業の範囲，利害関係人の範囲ならび
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に調査を開始するか否かを決定する期間は，大統領令により定められるものと
する。
［本条は，2008年３月21日法律第8933号により全面的に改正された。］
第22条の３（外国との自由貿易協定による保護措置 
（１）韓国と外国の間で二国間または多国間で締結された自由貿易協定（以下，
「自由貿易協定」という。）が特定の物品の輸入の増加を原因として国内産業被
害などが救済されうると定める場合に（自由貿易協定が，特定の物品を別個に
規定し，また，特定の物品の輸入の増加を原因として国内産業被害などが救済
されうると定める場合を含めて），また，特定の物品と同一の種類の物品また
は特定の物品または国内市場と直接競争関係にある物品を製造する国内産業
が，関係する国家からの特定の物品の輸入の増加が原因で自由貿易協定に定め
られる被害など（以下，本条における「産業被害など」という。）を蒙ってい
る，もしくは，蒙る重大な懸念を有するときには，関係する国内産業の利害関
係人もしくは関係する国内産業を担当する関係する中央行政機関の長は，貿易
委員会に自由貿易協定において決定された関税を是正する措置（以下，「自由
貿易協定保護措置」という。）を実施するための調査を申請することができる。
（２）貿易委員会が前項による申請書を受理したときで，かつ，調査開始をする
か否かを決定した後での調査により，関係する国内産業または国内市場に被害
などが存在すると判定したときには，貿易委員会は，被害を防止しまたは救済
するために自由貿易協定保護措置とそれらの措置に期間を決定するものとする
し，また，関係する中央行政機関の長に自由貿易協定保護措置を実施するよう
勧奨することができる。
（３）貿易委員会は，関係する中央行政機関の長に第２項の下での自由貿易協定
保護措置と同様に，再建を促進する措置を講ずるよう勧奨することができる。
（４）貿易委員会が調査の申請者から第２項に言及されるところの調査期間中調
査を申請した物品に暫時的な措置の申請を受理した場合に，貿易委員会がその
調査期間中被害などの発生が防止されなければ，特定の物品と同一の種類の物
品または特定の物品または国内市場と直接競争関係にある物品を製造する国内
産業が，関係する物品の輸入の増加が原因で，国内市場が混乱され，回復しが
たい程度に混乱される重大な懸念を有すると判定するきには，貿易委員会は，
関係する中央行政機関の長に被害を救済するための暫定的措置（以下，「暫定
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的自由貿易協定保護措置」という。）を講ずることを勧奨することができる。
（５）第１項に言及されるところの調査の申請者から自由貿易協定保護措置の実
施の申請がなされた場合に，貿易委員会が国内産業または国内市場被害などを
防止し，または，救済するために必要であると判定したときには，貿易委員会
は，関係する中央行政機関の長に自由貿易協定保護措置とそれらの期間の延長
するよう勧奨することができる。
（６）関係する中央行政機関の長が，貿易委員会から第２項ないし第５項に言及
されるところの，自由貿易協定保護措置，暫定的自由貿易協定保護措置，自由
貿易協定保護措置の延長，もしくは，再建を促進する措置を実施することを勧
奨されたときには，中央行政機関の長は，適切な措置を実施する否か，措置の
詳細ならびにそれらの期間を決定し，また，それらの内容を貿易委員会に通知
するものとする。
（７）第１項ないし第６項に言及されるところの自由貿易協定保護措置，暫定的
自由貿易協定保護措置に服する国家のために必要な事項，調査の申請をなすた
めの手続，国内産業の範囲，利害関係人の範囲ならびに調査を開始するか否か
を決定する期間は，大統領令により定められるものとする。
［本条は，2008年３月21日法律第8933号により全面的に改正された。］
第22条の４（自由貿易協定相手国に対する保護措置の実施の停止）
（１）自由貿易協定が，保護措置は自由貿易協定の相手国に適用される必要がな
いと定め，かつ，貿易委員会が，第16条，第15条ないし第20条ならびに第20条
の２の下で国内産業被害の調査中，関係する物品の輸入が原因で国内市場が混
乱されておらず，また，混乱される懸念もないと判定したときには，自由貿易
協定の相手国には適用されえない。
（２）実施の中止に服する諸国家のために必要な事項，実施の中止の要件，調査
をなすための手続などは，大統領令により定められるものとする。
［本条は，2008年３月21日法律第8933号により全面的に改正された。］
第22条の５（自由貿易協定にしたがう特定物品の輸入における貿易被害援助措置）
（１）特定の物品と同一の種類の物品または特定の物品または国内市場と直接競
争関係にある物品を製造する国内産業が，自由貿易協定相手国からの特定の物
品の輸入の増加が原因で重大な被害（以下，本条における「貿易被害」という。）
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を蒙っている，もしくは，蒙る重大な懸念を有するときには，関係する国内産
業の利害関係人もしくは関係する国内産業を担当する中央行政機関の長は，貿
易委員会に国内産業の競争力を高めるため，また，再建を促進するために必要
な援助措置（以下，「貿易被害援助措置」という。）を実施するための調査を求
める申請をすることができる。
（２）第16条は，前項の下での申請に続く調査および貿易被害の判断に必要な修
正を加えて適用されるものとする。その場合に，第16条第１項における「第15
条」は，「第22条の５」とみなされ，また，第16条第２項の「特定の物品の輸
入が関係する国内産業に重大な被害を引き起こすか、引き起こすおそれがある
か」は，「それが貿易被害の場合に該当するか否か」とみなされるものとする。
（３）貿易委員会が第２項の下での調査の結果として，国内産業への貿易被害が
存在すると判定した場合には，貿易委員会は，貿易被害援助措置を決定し，か
つ，判断から１ヶ月以内に関係する中央行政機関の長にその実施をなすよう勧
奨することができる。
（４）貿易委員会が第３項に定められる貿易被害援助措置を決定するときには，
貿易委員会は，必要な範囲で，関係する国内産業への貿易被害を防止し，また
は，救済する産業競争力を高め，また，産業再生を促進するものとする。
（５）第19条第１項および第４項は，第３項の貿易被害援助措置の実施または取
消に必要な修正を加えて適用されるものとする。そのような場合に，第19条の
前者および後者の「貿易被害援助措置」，「再生を促進する暫定的保護措置」は，
「貿易被害援助措置」とみなされるものとし，また，同条第４項の前者におけ
る「保護措置」は，「貿易被害援助措置」とみなされるものとする。
（６）第１項ないし第５項に言及されるところの貿易被害援助措置の調査を申請
する手続のために必要な事項，国内産業の範囲，利害関係人の範囲ならびに調
査と判断のための手続は，大統領令により定められるものとする。
［本条は，2008年３月21日法律第8933号により全面的に改正された。］
第22条の６（自由貿易協定後の外国との共同） 
貿易委員会は，大統領令により定められるところの，自由貿易協定を実施するた
めに，産業被害の調査を含む（自由貿易協定の実施のための関税法および関税法の
特別の場合に関する法に規定された場合を除く）産業被害に対する救済に関する義
務を円滑に履行するために，自由貿易協定の相手国と共同することができる。
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［本条は，2008年３月21日法律第8933号により全面的に改正された。］
第４章　ダンピング及び補助金よる産業被害調査等
第23条（ダンピングよる産業被害調査等）
ダンピングよる産業被害調査，ダンピングの申立ての調査，ダンピングよる産業
被害調査と判定，ダンピングを防止するための反ダンピング措置の勧奨，審査など
を開始する決定は，関税法第51条ないし第56条にしたがいなされるものとする。
［本条は，2008年３月21日法律第8933号により全面的に改正された。］
第24条（補助金による被害調査等） 
補助金による産業被害調査，補助金の支払いの調査，補助金による産業被害調査
と判定，対抗措置の勧奨，審査などを開始する決定は，関税法第57条ないし第62条
にしたがいなされるものとする。
［本条は，2008年３月21日法律第8933号により全面的に改正された。］
第５章　産業競争影響等の調査
第25条（産業競争影響等の調査）
貿易委員会は，国内産業の自由競争への外国からの物品の輸入または業務の供給
の影響，および，国内経済への貿易組織における貿易協定の締結または変更の効果
などを調査することができる。
［本条は，2008年３月21日法律第8933号により全面的に改正された。］
第25条の２（貿易相手国による貿易規範の違反を原因とする国内産業被害の調査）
（１）貿易委員会は，特定の物品または業務を製造する国内産業が，貿易規範に
違反する貿易相手国の組織と行為を原因として被害を蒙り，または，蒙る重大
な懸念があるか否かを調査することができる。
（２）前項に言及されるところの調査のために必要な事項は，大統領令により定
められるものとする。
［本条は，2008年３月21日法律第8933号により全面的に改正された。］
第25条の３（救済措置の勧奨） 
貿易委員会が，第25条の２に言及されるところの調査の結果として，国内産業が，
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被害を蒙り，または，蒙る重大な懸念があると判定したときには，貿易委員会は，
関係する中央行政機関の長に貿易相手国による貿易規範違反の詳細な是正のために
必要な措置を実施するように勧奨することができる。
［本条は，2008年３月21日法律第8933号により全面的に改正され，2013年３月23
日法律第11690号により一部改正された。］
第26条（調査のための証拠の請求） 
貿易委員会は，第25条の下での貿易委員会による調査のために必要であると思料
するならば，関係する中央行政機関の長および産業振興法第38条の企業協会などの
関係する機関と組織に，調査のための証拠を提出するよう求めることができる。
［本条は，2008年３月21日法律第8933号により全面的に改正された。］
第６章　貿易委員会
第27条（貿易委員会の設置）
（１）産業通商資源部に，不公正貿易行為，輸入の増加，ダンピングおよび補助
金などによる国内産業の被害，ならびに，産業競争影響の調査をなし，判定す
るために，貿易委員会が設置されるものとする。
（２）貿易委員会の下に，事務局が，貿易組織調査と同様，前項に定められる貿
易委員会の職務と義務を遂行するために設立されるものとする。
［本条は，2008年３月21日法律第8933号により全面的に改正され，2013年３月23
日法律第11690号により一部改正された。］
第28条（貿易委員会の職務と管轄）
貿易委員会の管轄下にある義務は，次に掲げるものとする。
１．不公正貿易行為を調査しまた判定し，そして，暫定措置を決定すること
２．不公正貿易行為をなした者に対して是正措置を講じ，また，課徴金を課す
ること
３．輸入における増加を原因とする国内産業被害の調査を行い，また，その判
定をすること
４．以下に掲げる措置のために，勧奨，中間審査もしくは延長の検討をなすこと
（a）保護措置と暫定的保護措置
（b）業務保護措置
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（c）特定保護措置と暫定的特定保護措置
（d）自由貿易協定保護措置と暫定的自由貿易協定保護措置
５．第22条の５に言及されるところの貿易被害を調査し判定し，また，貿易被
害のための援助措置を勧奨すること
６．第25条に言及されるところの国内産業の自由競争に対する影響などを調査
すること
７．第25条の２に言及されるところの貿易相手国による貿易規範の違反を原因
とする国内産業の被害を調査すること
８．産業被害の調査を開始するか否かを決定すること，ダンピングの申立てを
調査すること，ダンピングにより引き起された産業被害を調査し決定するこ
と，ならびに，関税法第51条ないし第56条の下で反ダンピング義務の賦課に
関して，反ダンピング措置の勧奨と審査をなすこと
９．産業被害の調査を開始するか否かを決定し，補助金などの支払いを調査し，
補助金などにより引き起こされた産業被害を調査しまた決定すること，なら
びに，関税法第57条ないし第62条の下で対抗措置義務の賦課に関して，反ダ
ンピング措置の勧奨と審査をなすこと
10．ある会社が，自由貿易協定に続く貿易調整援助法第６条第２項の下で，貿
易調整援助に服するか否かを審議すること
11．貿易に関する規則，組織ならびに紛争事例を調査し，研究すること
12．他法および下位規定により貿易委員会に権限を付与された業務を行うこと
13．公正な貿易の促進などの，貿易委員会により認められた措置を調査し，ま
た，勧奨すること
［本条は，2008年３月21日法律第8933号により全面的に改正された。］
第29条（貿易委員会の構成等）
（１）貿易委員会は，１名の委員長を含む９名を超えない委員により構成される
ものとする。
（２）常勤で働く委員の数は，大統領令により決定されるものとする。
（３）委員長および他の委員は，以下に掲げる各号に該当する者から産業通商資
源部長官の推薦に基づき，大統領により任命または任用されるものとする。
（2013年３月23日法律第11690号による改正）
１．産業振興，企業管理，会計，関税もしくは知的財産権の分野で10年以上
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従事してきた者
２．高等教育法第２条の定める学校で法律学，経済学，経営学，企業管理も
しくは公行政に優れ，また，同条の定める大学または公に判定された研究
所の准教授以上の者またはそれと同等の地位を有する職員として，10年間
以上の経験を有する者
３．裁判官，検察官または弁護士で，10年間以上の経験を有する者
４．産業政策，通商の振興または税関管理の分野で，上級文民業務に属する
公官吏として勤めた者
（４）委員長と委員の任期は，３年であり，再任されうる。
［本条は，2008年３月21日法律第8933号により全面的に改正された。］
第30条（委員長） 
（１）委員長は，貿易委員会を代表するものとする。
（２）委員長が身体的または精神的な障害などの回避できない原因でその任務を
遂行できないときには，任命において先行する常勤の委員が委員長のために行
為するものとする。
［本条は，2008年３月21日法律第8933号により全面的に改正された。］
第31条（委員の身分保障）
いかなる委員も，以下に掲げる各号に該当する場合を除き，失職または解職され
ない。
１．懲役のない禁固刑または重い処罰を宣告されたとき
２．産業通商資源部長官が，委員は長期間の身体的または精神的な無能力が原
因でその職責を遂行できないと宣言した場合
［本条は，2008年３月21日法律第8933号により全面的に改正され，2013年３月23
日法律第11690号により一部改正された。］
第32条（議事における定足数と採決） 
全委員の過半数の出席は，貿易委員会の会合における定足数を構成する，また，
その採決は，出席した過半数以上の賛成投票によりなされる
［本条は，2008年３月21日法律第8933号により全面的に改正された。］
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第33条（貿易委員会の議事を知る機会） 
（１）貿易委員会の審議と採決は公衆に開かれるものとする。ただし，利害関係
人の秘密の保護または公の利益のために必要であるときには，適用されない。
（２）貿易委員会の進行をなす採決は，公衆に開示されてはならない
［本条は，2008年３月21日法律第8933号により全面的に改正された。］
第34条（委員の除斥，忌避もしくは回避）
（１）いかなる委員も，以下に掲げる場合には，採決をなす手続に参加すること
ができない。
１．委員，その配偶者または前配偶者が，利害関係当事者，共同債権者，も
しくは，共同債務者である場合
２．委員が当事者の親戚であり，または，その者の系列会社が弁護士または
業務の助言者として行為する場合
３．委員またはその系列会社が証言をなし，または，評価をなす場合
４．委員または系列会社が弁護士として従事したとき，または，従事してい
る場合
（２）貿易委員会による調査の下にある事件の当事者が，委員の側に審議と決議
において公平性を期待できない状況下にあるときには，その当事者は，貿易委
員会に忌避の申立をなすことができる，また，貿易委員会が忌避の申立を適切
であると思料するときには，忌避の決定をするものとする。
（３）委員が第１項の各号に言及した事由または前項の事由に該当するときには，
自らその事件の審議または決議を回避することができる。
［本条は，2008年３月21日法律第8933号により全面的に改正された。］
第35条（組織と運用の規定） 
本法により規定された事項を除き，貿易委員会の組織および運営のために必要な
他の事項は，大統領令により定められるものとする。
［本条は，2008年３月21日法律第8933号により全面的に改正された。］
第７章　附則
第36条（調査と意見の聴聞） 
（１）本法の執行のために必要である場合には，貿易委員会は，大統領令により
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定められるところに，以下に掲げるすべての行為をなすことができる。
１．当事者，利害関係人もしくはその事件で証言をなす他の参考人の出席を
求めること
２．鑑定人を任命しまたは委任すること
３．中央行政機関，専門的研究施設，経営協会もしくは専門家から意見また
は助言を求め，もしくは，調査を委託すること
（２）貿易委員会は，本法を施行するために必要であると思料するときには，当
事者に調査のために必要とされる資料または物品を提出するよう命ずることが
できる。
（３）貿易委員会は，本法を施行するために必要であると思料するときには，公
官吏に，調査のために必要であると思料されるところの書籍，記録ならびに他
の証拠物を検閲するために，当事者もしくは他の利害関係人の事務所，業務所，
工場，作業場，店舗，倉庫もしくは他の場所に立ち入ることを命ずることがで
きる。
（４）貿易委員会は，本法を施行するために必要であると思料するときには，中
央行政機関の長に，調査のために必要な証拠物を提出するよう命ずることがで
きる。そのような場合に，提出を命ぜられた長は，酌量すべき事情が存在しな
ければ，証拠物を提出するものとする。〈2010年4月5日法律第10230号により新
たに挿入〉
（５）検閲と調査のために，第３項で言及されたいずれかの場所に立ち入る，貿
易委員会の公官吏は，その権限を示す証明書を携帯し，かつ，関係する者にそ
の証明書を提出するものとする。
［本条は，2008年３月21日法律第8933号により全面的に改正され，2010年４月５
日法律第10230号により一部改正された。］
第37条（調査チームの構成） 
（１）貿易委員会が本法の執行のために必要であると思料するときには，調査チ
ーム（以下，「調査チーム」という。）は，以下に掲げる範疇から人員が形成，
構成されるものとする。
１．貿易委員会の公官吏
２．関係する産業を担当する中央行政機関からの公官吏
３．政府出捐研究施設の設立，運営ならびに育成に関する法
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4．産業，貿易もしくは国際経済において専門性を有する他の者
（２）貿易委員会は，中央行政機関の長，政府出捐研究機関もしくは調査チ－ムの
構成に関わる経営協会から必要であると思料する援助を求めることができる。
（３）調査チームの構成と運営に関する事項は，大統領令により決定されるもの
とする。
（４）貿易委員会は，財政年度内に，調査チ－ムの構成員に必要であると思料す
る相当な報酬または旅費を提供することができる。
［本条は，2008年３月21日法律第8933号により全面的に改正され，2010年４月５
日法律10230号により一部改正された。］
第38条（秘密保持義務）
本法の下でその責務に従事した，または，従事している委員または公官吏，もし
くは，同法の下で調査を遂行した，または，遂行しているすべての者は，その責務
の遂行中に得たいかなる秘密情報も開示し，または，本法の執行に関連して調査ま
たは決定する以外の目的で，いかなるそのような情報も使用してはならない。
［本条は，2008年３月21日法律第8933号により全面的に改正された。］
第39条（刑事規定の適用における公官吏としての法的擬制） 
貿易委員会の委員の中で公官吏でないすべての委員，第37条第3項または第4項に
該当するすべての者は，刑法および他の法の刑事規定の適用において，公官吏とみ
なされるものとする。
［本条は，2008年３月21日法律第8933号により全面的に改正された。］
第39条の２（権限の委任と委託）
（１）大統領令により定められるところの，貿易委員会が本法の下で付与される
権限の一部は，特別市長，広域市長，道知事，特別自治道知事に委任され，ま
た，税関署長もしくは他の関係する行政機関の長に委託されうる。
（２）貿易委員会は，前項で委任また委託された事件に関して，委任また委託さ
れた者を指示および管理するものとする。
［本条は，2010年４月５日法律第10230号により新たに挿入された。］
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第９章　刑罰
第40条（刑罰）
（１）以下の各号の該当するすべての者は，３年を超えない懲役，もしくは，３
億ウォンを超えない罰金に処せられるものとする。〈本条は，2008年３月21日
法律第8933号により全面的に改正された。〉
１．第４条第１項２号の条項の物品を輸出し，または，輸入する者
２．第７条の暫定的措置命令に違反する者
３．第10条第１項の是正措置命令に違反する者
４．第38条の秘密保持義務に違反する者
（２）虚偽の鑑定を規定する第36条第１項２号の下で任命されまたは委任された
鑑定人は，２年を超えない懲役，もしくは，２億ウォンを超えない罰金に処せ
られるものとする。
［本条は，2008年３月21日法律第8933号により全面的に改正された。］
第40条の２（未遂罪）
第40条第１項１号の定める未遂の罪を犯す者は，すべての本罪を犯す者として処
罰されるものとする。
［本条は，2008年３月21日法律第8933号により全面的に改正された。］
第40条の３（過失罪）
第40条第１項の罪を犯す者は，2000万ウォンを超えない罰金により処罰されるも
のとする。
［本条は，2008年３月21日法律第8933号により全面的に改正された。］
第41条（両罰規定） 
（１）法人の代表者，代理人，雇員もしくは他の雇用された者が法人の業務に関
して，第40条の定める罪を犯した場合には，主犯と同様に，同条に定める罰金
により処罰されるものとする。ただし，その法人がその違反を防止する相当な
義務に関して注意と監督をすることにつき過失がなかったときは，この限りで
ない。
（２）個人の代理人，雇員もしくは他の雇用された者が，個人の業務に関して，
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第40条の定める罪を犯した場合には，主犯と同様に，同条に定める罰金により
処罰されるものとする。ただし，その個人がその違反を防止する相当な義務に
関して注意と監督をすることにつき過失がなかったときは，この限りでない。
［本条は，2008年３月21日法律第8933号により全面的に改正された。］
第42条（過怠金）
（１）以下の各号に該当する者は，500万ウォンを超えない過怠金により処罰され
るものとする。
１．第36条第１項１号に規定された必要的出席を拒否し，妨害し，もしくは，
別の仕方で回避するすべての関係当事者もしくは利害関係人
２．第36条第２項に言及されるところの資料または物品を提出せず，もしく
は，虚偽の資料または物品を提供したすべての関係当事者
３．第36条第３項に定められる検閲を拒否し，妨害しまたは他の仕方で回避
し，調査を妨害したすべての者
（２）貿易委員会は，大統領令により定められるところの，前項の過怠金を賦課
し，また，徴収するものとする。
（３）前項の過怠金処分に異議を述べる者は，その処分の通知書の受領から30日
以内に貿易委員会に対して異議を申し立てることができる。
（４）第２項の下で懈怠金に服する者で前項の下で異議を申し立てるときには，
貿易委員会は，その事実を管轄を有する裁判所に延滞な通知するものとする。
通知された裁判所は，その事件を，非訟事件手続法にしたがい，懈怠金に関す
る審判に委ねるものとする。
（５）第３項の期限内にいかなる異議を申し立てられず，また，過怠金が支払わ
れない場合には，過怠金は，国税滞納処分規定により徴収されるものとする。
［本条は，2008年３月21日法律第8933号により全面的に改正された。］
附則
第１条（施行日）
本法は，その公布日の３ヶ月後に施行される。
第２条（貿易委員会の委員の資格に関する規定の適用可能性）
第20条の規定は，本法が施行された後に任命され，委任された貿易委員会の委員
に適用が開始される。
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第３条（商交産業エネルギー長官により課せられた規定等に関する移行措置）
本法が施行されるときに，不公正貿易行為に関連して従前の対外貿易法にしたが
い，産業資源部長官により課せられ，または，作成された規定または命令は，本法
にしたがい規定または命令とみなされる。
第４条（不公正貿易行為の調査と決定に関する移行措置およびそれらに対する措置等
従前の規定は，本法が施行されるときに，不公正貿易行為に関する従前の対外貿
易法の第39条３項の下での調査手続が係属していた事項に適用される。
第５条（救済措置に関する移行措置）
本法が施行されるときに，従前の対外貿易法の第28条の下で講ぜられた救済措置
は，保護措置とみなされる。
第６条（処罰規定等に関する移行措置）
本法が施行される前に犯された行為に対する罰則規定および過失に係る罰金およ
び課徴金を支配する規定は，従前の対外貿易法の規定により支配される。
第７条　省略
附則〈2004年１月20日法律7093号〉
第１条（施行日）
本法は，公布日の９ヶ月後に施行される。
第２条（不公正貿易行為の調査の判定の期限の適用可能性）
第９条の改正された規定は，本法が施行された後の不公正貿易項の調査に最初に
適用され，適用が開始する。
第３条（課徴金賦課に関する暫定措置）
従前の規定は，本法が施行される前に犯された行為の課徴金賦課を支配する。
附則〈2005年12月29日法律第7796号〉
第１条（施行日）
本法は，2006年６月１日に施行される。
第２条ないし第６条は，省略
附則〈2008年２月29日法律第8852号〉
第１条（施行日）
本法は，公布日に施行される。（但書　省略）
110 専修ロージャーナル　第11号 2015. 12
第２条ないし第７条　省略 
附則〈2008年３3月21日法律第8933号〉
第１条（施行日）
本法は，公布日の６ヶ月後に施行される。
第２条（保証金規定の適用可能性）
第８条第１項の改正規定は，本法が施行された後に暫定的な措置を適用する最初
の者に適用することにより開始する。
第３条（不公正貿易行為の調査開始の決定とその判定への適用可能性）
第５条第３項および第９条第１項と第２項の改正規定は，本法が施行された後に
不公正貿易行為の調査の最初に適用することにより適用を開始する。　
第４条（賦課金に償還される付加的強制金の適用可能性）
第13条第３項の改正規定は，本法が施行された後に課せられる償還される付加的
強制金の最初の場合に適用されることにより開始する
第５条（他の規定と下位規定との関係）
本法が施行されるときに，他法および下位規定が不公正貿易行為の調査および産
業被害に対する救済に関する従前の法の規定を引用する場合，また，本法がそれに
一致する規定を有するならば，本法における一致する規定は，従前の規定に代わり
引用される。
附則〈2008年12月19日法律第9155号〉
本法は，その公布日から６ヶ月後に施行される。
附則〈2010年4月5日法律10230号〉
第1条（施行日）
本法は，その公布日から３ヶ月後に施行される。
第２条（履行強制金に関する適用可能性）
第13の２条の改正規定は，本法が施行された後，不公正貿易行為をなす最初の者
に適用を開始する。
第３条（課徴金に関する暫定措置）
従前の規定が，本法が施行される前になされた違反行為に対する課徴金の適用を
支配する。
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附則〈2013年３月23日法律11690号〉
第1条（施行日）
①本法は，その公布日に施行される。②省略
第２条ないし第５条　省略
第６条（他の法律の改正）
①〈１〉から〈378〉まで省略
〈380〉不公正貿易行為の調査及び産業影響救済に関する法律の一部を次のよ
うに改正する。
第10条第１項各号以外の部分の後段，第29条３項各号以外の部分ならびに第31
条第２号中の「知識経済部長官」をそれぞれ「産業通商資源部長官」とする。
第27条第１項中、「知識経済部」を「産業通商資源部」とする。
〈381〉ないし〈710〉省略
第７条　省略
附則〈2014年１月21日法律12290号〉
第1条（施行日）
本法は，その公布日に施行される。
【付記】本翻訳は、平成23から25年度の文科省科学研究費補助金（基盤研究）（Ｃ）
の交付を受けた「日本と韓国における知的財産権を巡る紛争解決システムについて」
を論究する資料として訳出されたものである。なお、本法の翻訳として、ソウル市
に所在する崔達龍国際特許法律事務所のものがある。同所を訪問したときに歓待を
受けたことも懐かしく、その後、同事務所による本法の翻訳が存在することも承知
するに至ったが、掲載することにした。
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